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順位 氏名（議席） 発 言 の 要 旨 答 弁 者 

１５ 小池 義治（１０） １．テレワークの推進による「富士市ならでは」のライフスタ

イル発信について 

本市はブランドメッセージ「いただきへの、はじまり 富

士市」のもとさまざまなシティプロモーション施策を行い、

移住促進策としてスミドキＵ－40（富士市若者世帯定住支援

奨励金交付制度）に累計で４億円以上の公費を投じているが、

関係人口・交流人口・定住人口増加の大きな流れを生み出す

までには至っていないと感じる。ブランドメッセージ策定に

当たりアドバイザーを務めていただいた河井孝仁教授は著書

の中で「シティプロモーションでは、どのような人たちに、

まちの魅力を理解してもらい、まちへの行動を起こしてもら

うのか、ターゲットを定めることが必要になる」、「広すぎる

ターゲット層では意味がない」と述べているが、これに同感

である。 

富士市でしかできない働き方（ワークスタイル）と生活様

式（ライフスタイル）を、もっと厳選したターゲット層に提

案しアピールすべきと考える。 

近年、ＩＣＴ技術の進歩とともに「テレワーク」と呼ばれ

る、場所や時間にとらわれない柔軟な働き方が可能になり、

実践する企業や個人事業主がふえてきている。国においても

ワーク・ライフ・バランスや労働生産性の向上、都心の通勤

ラッシュの緩和などの観点から、省庁が連携し企業等のテレ

ワーク導入を推進している。第六次富士市総合計画の計画期

間とする2030年までには、労働者の働き方は、大きく変わる

ものと予想する。 

テレワークに注目し研究を深めることで、東京まで新幹線

で１時間強の近さ、地価が安くて広いマイホームを取得しや

すいなど本市のポテンシャルを生かした「富士市ならでは」

のライフスタイルを提案できないだろうか。例えば、東京か

ら本市に移住し、月に数回は東京で会議、残りの仕事は富士

市内でテレワーク、余暇は家族とアウトドアスポーツを楽し

むといった具体的なモデルを示すべきと考える。以下、質問

する。 

(1) 本市のこれまでのシティプロモーションでは、どのよう

なターゲットを定めてきたか。 

(2) テレワークを活用し東京で自律的で創造的な働き方をし

ている、または潜在的にそれが可能な人たちに訴求する、

新たなシティプロモーションを展開してはどうか。 

(3) 市職員の働き方を改革し、生産性を向上し、また、テレ

ワークの可能性を研究していくために、本市の業務にテレ

ワークを導入してはどうか。 

(4) テレワーカーが利用しやすい、コワーキングスペース（共

同利用型の仕事環境）を富士駅または新富士駅周辺に誘致

してはどうか。 

２．小中学校のＰＴＡ会費及び寄附による学校備品の購入につ
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順位 氏名（議席） 発 言 の 要 旨 答 弁 者 

１５ 小池 義治（１０） いて 

本市の公立小中学校ＰＴＡでは、小学校が100円（広見小学

校・富士川第二小学校）から300円（大淵第二小学校）、中学

校が130円（吉原第一中学校・富士南中学校）から250円（富

士川第二中学校）と金額に幅があるものの、全校で月額会費

を集めており、市内43校の総額は3000万円余である。 

ＰＴＡ会費は通常、給食費とともに口座振替で引き落とさ

れ、学校事務室で管理されている。ほとんどの収入をＰＴＡ

会費とするＰＴＡ会計は、ＰＴＡの運営に支出されるほかに、

学校によっては「児童奨励費」等の名目で、ドッジボールな

どの運動用品、運動会のムカデ競争のロープ、卒業証書のホ

ルダー、花壇の肥料、印刷機のインク、トイレマットなどの

備品・消耗品の購入や教室カーテンのクリーニング代などに

も支出されている。 

またＰＴＡ会費とは別に、ＰＴＡがバザーや古紙回収など

を実施した収益で、学校施設や運動会などで使う備品が購入

され、寄附されている。以下、質問する。 

(1) 教育基本法等に照らして、学校教育で必要となる備品等

の購入は公費によって賄われるべきと考えるが、実際には、

ＰＴＡ会計の一部が充てられている。このことは適切であ

るか、見解を伺う。 

(2) 地方財政法等に照らして、学校がＰＴＡから金品の寄附

を受けるには、ＰＴＡ加入の任意性が担保され、寄附が自

発的な意思に基づくことが前提と考えるが、十分な確認が

されているか。 
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